岩手県東日本大震災津波復興委員会

第６回総合企画専門委員会

（開催日時）平成23年10月６日（木）10：00～12:00
（開催場所）エスポワールいわて特別ホール

１　開　会

２　議　事

　（１）報　告

　　　　岩手県沿岸における海岸堤防高さの設定について
　（２）審　議

　　　ア　復興計画の進行管理について
　　　イ　その他
３　その他

４　閉　会

　　委員

　　　齋藤徳美　谷藤邦基　豊島正幸　平山健一　広田純一　南正昭
１　開会

○森復興局企画課計画課長　おはようございます。定刻より少し前ではございますが、皆様おそろいでございますので、ただいまから岩手県東日本大震災津波復興委員会第６回総合企画専門委員会を開催させていただきたいと存じます。
　初めに、委員の出席状況でございますが、委員総数７名中６名の委員の皆様に御出席いただいており、会議が成立いたしておりますことを御報告申し上げます。
２　議　事

　（１）報　告

　　　　岩手県沿岸における海岸堤防高さの設定について

○森復興局企画課計画課長　委員会の運営につきましては、委員長が議長になることとなっておりますので、齋藤委員長、どうぞよろしくお願いいたします。
○齋藤徳美委員長　前回計画を策定してから大分時間があいたような気もいたします。この間、県でも対策の着手等について、色々御苦労されたことと思います。今日２つの議事がございますので、忌憚のない御意見をいただいて、早く復興が進むよう、尽力できればと思いますので、よろしくお願いします。
　私、昨日説明を受けましたので、資料の頭に１枚ほど、今日の要点ということで、なるべく本日の議事がわかりやすいようにと、１枚ものの紙をつけてもらいました。事務局の方でこの紙にもとづき、今日のポイントを一言お話しください。

○大平復興局企画課総括課長　本日は、議事の１番目が「岩手県沿岸における防潮堤の高さ」についての御報告でございます。これは、津波防災技術専門委員会におきまして、24の地区のうち10カ所について御協議いただき、設定したものです。これについて御報告申し上げるものであります。
　議事の２番目は、復興計画の進行管理についてです。８月11日に策定いたしました県の復興計画について、どのように進行管理をしていくかということが非常に重要なポイントになります。従いまして、県が行う施策事業の実施状況や進捗について明らかにいたします。さらに、これからどのような進行管理を行っていくか、県の方から幾つかの案をお示しいたします。これについて御議論をいただければと思っております。よろしくお願いいたします。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。その２つのポイントについて、今日御意見をいただくということでございます。

　それでは、議事の（１）、これは報告案件ですけれども、岩手県沿岸における海岸堤防高さの設定について。これは、津波防災技術専門委員会の方で御議論いただいて、24の地域のうち10地域海岸について、この高さで設定してはいかがかという、そういう検討が進んだ中身というように新聞等で私も聞いております。これについて御報告いただきます。これは専門委員会で検討しているお話ですので、ここでどうこうということではないと思いますが、もし御質問とか御意見があれば聞いていただく場としたいと思います。
　それでは、担当から説明お願いいたします。
○馬場県土整備部河川課主任主査　県土整備部河川課の馬場と申します。岩手県沿岸における海岸堤防高さの設定の公表につきまして御報告いたします。
　資料１を御覧ください。こちらが９月26日に公表いたしました海岸堤防高さ、防潮堤の高さの公表の資料でございます。岩手県では、津波対策を検討するに当たりまして、岩手県津波防災技術専門委員会を設置しまして、津波対策の方向性、整備目標、防災型の都市・地域づくりについて検討を進めてまいりました。また、あわせて市町村との意見交換や国との協議を進めてきたところでございます。
　海岸堤防等の復旧を進めるに当たりましては、岩手県沿岸を24の地域海岸に区分いたしまして検討することとしておりまして、このたび９月26日に広田湾など10の地域海岸につきまして、高さを設定しまして公表したところでございます。
　後ろの方に横のカラーの資料がございますが、そちらの６ページを御覧ください。こちらに岩手県におきます地域海岸の設定の考え方というものをお示ししております。点線の四角で囲んだところがございますが、湾の形状、それから湾口防波堤が計画されている湾につきましては、その内側と外側、防波堤の効果のあるところと効果の及ばないところということで区分してございますし、湾の形状等が見られないようなところにつきましては、海岸線の向きが一様な区間というところで地域海岸というものを区分しております。
　右側に図がございますが、青森県境から宮城県境まで、１番目の洋野～久慈北海岸と名称をつけました地域海岸から一番南の広田湾まで24の地域海岸に区分してございます。今回は、右側の図で赤字で示しております10の地域海岸につきまして高さの公表をしたところでございます。
　それでは、カラーの横版の１ページにお戻り願います。こちらの資料が公表した際の添付資料でございまして、宮城県、福島県と同じような様式で公表することで設定したものでございます。
　まず初めに、高さの設定手法について御説明いたします。海岸堤防の高さの基準となる設計津波の水位の設定につきましては、すべての海岸で同じ考え方により一定の安全水準を確保することで考えてございます。その中で、下の方に図がございますが、最大クラスの津波につきましては、ハードだけではなく避難というソフト、それからまちづくりなどをあわせました総合的な防災対策で対応するという津波という考えで設定してございます。
　それから、頻度は高いけれども、津波の高さは最大クラスと比較すると小さい津波につきましては、設計対象津波群と名づけまして、海岸堤防の建設を行う上で想定する津波というように、２つの津波群に区分して考えることとしております。

　続きまして、設定手法のその２というところでございますが、海岸の堤防の高さにつきましては、設計対象津波群というものを対象にしまして、堤防のところで津波がやってきますと「せり上がり」というものをしますので、そのせり上がりを考慮した水位を設定することとしております。せり上がりの水位というものが設計津波の水位ということになりますが、堤防の高さにつきましては地震時の沈下なども考慮しまして、余裕高１メートルというものを確保しまして、高さを設定するということとしております。
　３ページを御覧ください。先ほど頻度の高い津波、設計対象津波群というものと最大クラスの津波という２つに区分しまして考えていきますということを御説明いたしましたが、こちらで改めてお話ししたいと思います。頻度の高い津波に対しましては、海岸堤防あるいは河川の堤防、水門等のハードによりまして人命、財産や産業経済活動、国土を守るということを目標としております。一方で、最大クラスの津波に対しましては、住民の避難というものを軸に土地利用、避難施設の整備など、ソフト、ハードを総動員しまして、多重防御の考え方で防災、減災というものを目標としていくということとしております。
　４ページには、海岸堤防の構造についてご説明しております。今回の津波によりまして、堤防の裏側で洗掘が進みまして、堤防本体の被災に至ったケースが見られております。このため、防潮堤裏側の洗掘対策など、粘り強い構造、決して壊れないというものはなかなか求められないわけですけれども、最大クラスの津波が来襲しまして堤防を越流した場合でも、粘り強い、壊れにくい構造を求めていくことを考えてございます。
　最大クラスの津波に対しては、人命は守るという考え方に基づきまして、住民の避難などを考えていきたいというように考えております。
　続きまして、５ページを御覧ください。これまで津波について、最大クラスの津波、それから頻度の高い津波に分けるということを御説明しておりますが、その津波をどのように考えているかということを５ページに示しております。こちらには、過去に東北地方の太平洋沿岸に被害を及ぼした主な津波を整理してございます。これらの津波、既往の津波の高さを整理しまして、最大クラスの津波、それから頻度の高い津波というものを区分しております。古くは、表では869年の貞観津波というものも書いておりますが、こちらは宮城県、福島県で記録されております。岩手県沿岸では、1611年の慶長三陸津波の記録がある地点では確認されておりますので、1611年の慶長三陸津波から文献を調べまして、それらの記録を整理してございます。主には、慶長三陸津波、それから明治三陸津波、昭和の三陸津波、チリ地震津波、それから今回の東日本大震災津波でございます。
　また、これらの実績の津波に加えまして、宮城県沖で想定されております地震による津波というものも加えて津波の高さというものを整理してございます。
　７ページ以降が今回公表いたしました10の地域海岸の既往の実績津波の高さ、それから想定される宮城県沖地震の想定の津波高さというものを整理してございます。それぞれ示しておりますが、15ページを御覧ください。こちらが岩手県沿岸の一番南に位置します広田湾、陸前高田市が位置するところでございます。こちらでは、1611年の慶長三陸津波から寛政の津波、それから明治、昭和、チリ、今回の津波というものと想定宮城というものを整理してございます。これらを見ますと、今回の東日本大震災津波が過去の津波に比較しまして相当高い津波であったということがわかりまして、県では今回の津波は最大クラスの津波群と位置づけまして、こちらについてはハード、ソフトを総動員して対応していくことを考えております。その下の黄色、オレンジの枠で囲まれたものにつきましては、頻度の高い津波と位置づけまして、これらの中で一番高い水位を記録しました想定宮城の津波を対象に防潮堤で守るという計画としてございます。
　こういった検討を行いまして整理しましたのが16ページと17ページでございます。17ページの表の方を御覧ください。こちらには、今回公表いたしました10の地域海岸の今回の津波の痕跡高、それから今まで説明しました流れで検討した結果の設計津波の水位というものを表してございます。また、右の方には被災前の計画堤防高というものを書いてございます。
　例えば一番上の洋野・久慈北海岸でございますが、今回の津波の痕跡高は12メートルというものでございました。一方、今回の検討の結果では、頻度の高い津波ということで、設計の対象の津波となるのは昭和三陸津波と位置づけられまして、せり上がりを考慮した水位というのが5.4メートルとなります。それに余裕高１メートルを加えたものが堤防高の設定値6.4メートルとなります。一方で、右側の被災前の計画堤防高というのが12メートルで計画しておりましたので、今回の検討の結果で今までの計画を下げるということではなく、そういった場合にはこれまでの計画堤防高を踏襲して整備を進めていくという考え方で、米印の４のところの地域海岸内の堤防高最大値は12メートルということとしております。

　一方で、一番下の広田湾でございますが、設計対象の津波は想定宮城県沖地震の津波でございます。せり上がりを考慮した水位が11.5メートルとなりまして、余裕高を加えたものが12.5メートルという堤防高の設定値となります。今までの計画堤防高は5.5メートルという数字でございましたので、今後は今回検討した結果の12.5メートルで堤防を整備していきましょうというように考えてございます。
　なお、下の方の米印２のところに少し書いてございますが、一つの地域海岸におきましては、その一つの設計津波の水位というものを設定するものでございますが、湾の形状によりましては、湾の奧と湾の入り口の、津波の進行方向の横側に位置するようなところでは、津波の高さが大分違うところもございますので、そういったところにおきましては高さをその中で変えるということも地元市町村との協議によって可能性があるということでございます。そういった意味で、米印の４のところには地域海岸内の最大値という表現をさせていただいております。
　また、米印の４のところに書いてございますが、事業の実施におきましては、環境保全、景観との調和、経済性、維持管理、施工性、それから港湾とか漁港といったところでは利用面というところも考えまして、またその堤防の高さを最大値の内輪の中で調整するということもこれから考えていきたいと思っております。
　残りの14地域海岸につきましては、ただいま市町村との意見交換や国との協議も進めております。また、15日には津波防災技術専門委員会を開催する予定でございまして、その審議の結果を踏まえまして、今月中に堤防の高さを公表したいと考えております。
　御報告は以上です。

○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。平山委員と南委員は津波防災技術専門委員会の方にも入っておられますので、何か補足することがあったらお願いいたします。
○平山健一委員　大体、今お話があったとおりでございます。我々がやったのは、どういう津波の高さを想定して統一的な安全基準をつくるかということが１つ。それから、色々な被害の状況を調べて、丈夫な堤防というのはどういう構造になるべきかとか、あるいは浸水深が２メートルを超えると家も壊れるので、そういうところには人が住まないようにしようとか、それから浸水深２メートル以下でもお年寄りが逃げて避難の場所に行くためには、300メートル以上離れていると大変難しいとか、そういうような基本的な事項を調べて出したわけです。実際安全というか、防災面は国、県が担当しますし、まちづくりは市町村そのものが担当するわけですから、そこでお話し合いになると。委員会の場で市町村、それから県と我々の考えたものをぶつけ合って、話し合いを進めましたが、結論については、そこでは決めませんでした。市町村のまちづくりを進める上で、できるだけ堤防を高くして安全にしてくれという要望もありましたし、それらに対して我々はどちらかというと粘り強い丈夫なものをつくった方がいいのではないかとか、そういう意見を言い合って、委員会の場はそこまでとなっています。そのあと、県と市町村が、委員会の意見を参考にしながらさらに詰めて、今日出てきた数字に落ちついたということだと思います。
○齋藤徳美委員長　南委員は、いかがでしょうか。

○南正昭委員　今、御説明があったとおりかと思います。

　ただ、ちょっと気になる点だけ申し上げますと、その後で出ている報道等を見ていると、この中で決めたことの真意がちゃんと伝わっているかどうかというのが少し気になっているところです。一般の市民の方からしたときに、津波防災の基準というものの報道のニュアンスですけれども、地域によって防災の基準が偏ることが好ましくないから、ある防災の基準をある程度国の方で統一的に決めていく、そういう考え方を示してきたのだというようなことだったかと思うのですが、そのことと、この地域海岸ごとで設定するということが、県民にストンと落ちたかどうかが非常に心配しているところです。そのあたりは、今後も気をつけていただいて、今御説明あったような形で地域ごとで定めて、それがある意味で公平性を保てるような形につくり上げてきたということをより正確に伝わるように、今後工夫していただけたらなというように思っております。
　以上です。

○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。

　何か御質問はございますか。
　広田委員。

○広田純一委員　この堤防をつくる費用と期間について、検討されているのであれば教えてほしいと思います。というのは、すべてではないのですけれども、地域の方で堤防にこれだけかけるならほかにお金を回してほしいという意見もあります。復興のためのお金をどう使うかというのはバランスの問題だと思います。地域によっては堤防にかけるお金と、それ以外のまちづくりの方にかけるお金、産業の復興にかけるお金と、総合的に考えるべきだと思うわけです。
○齋藤徳美委員長　年月とか、お金のめどについては県土整備部の方が具体的な見通しを持っておられるのだと思います。回答をお願いします。
○馬場県土整備部河川課主任主査　防潮堤、海岸堤防や河川堤防、水門の整備につきましては、今、国の災害復旧の制度と、それから３次補正等、そういったもので国に要望してございます。費用につきましては、今、色々高さが設定されたところですので、これからある程度構造を考えながら積み上げていきたいと思っております。
　それから、期間につきましては、５年程度をまず目標としましょうということで考えてございますが、今回大規模な防潮堤、それから水門もございますので、大規模なものについては、それを上回るような期間がかからざるを得ないというようなことも考えてございます。

　また、まちづくりとの関係でございますが、津波防災技術専門委員会では、市町村のまちづくりの考え方もお聞きしながら議論をしていただいております。ところによっては、高台移転で背後の方の住居が移転するということもあるかと思いますので、そういったところはまたこれから高さを、先ほど最大値というお話ししましたが、そういうところではある程度下げるというようなことも考えられるかなというように思っております。
○齋藤徳美委員長　はい、どうぞ。
○広田純一委員　費用については、まだわからないというように理解していいですか。
○馬場県土整備部河川課主任主査　概算ではかなり出してございますが、全海岸といいますと、まだなかなか詰め切れていないので、この場でなかなかお話ししづらいというところがあります。
○広田純一委員　ちょっと気になるのは、堤防の復旧費用だけで、例えば復興予算の総額が20兆になるのか、25兆になるのかわかりませんけれども、それの何割も食うというような話であれば考え直した方がいいと思いますし、これなかなか難しい問題だと思うのですけれども、ある地域で使える復興のための予算のどれぐらいを堤防の方にかけるかみたいな、そういうような発想というのはあっていいと思うのです。こういう費用面なんかも、これからそれぞれの地域との協議の中で扱い得るものなのか、それはもうちょっと上のレベルの問題であって、費用のことは余り議題にならないものなのか、そこら辺はどうなのですか。
○齋藤徳美委員長　かなり難しい問題で、県土整備部のところで明確に言いがたい点があるかと思いますが、何かお答えできたらお願いします。
○平山健一委員　今の仕組みでしたら、やはり安全にかかわるものは、国交省との関係ですし、そこから費用がおりてくると。まちづくりは別の様々な省庁、例えば、総務省とかあると思います。また、一括交付金みたいなものの中で、少しは動き得る余裕があるのかなと思ったりもするのですけれども、そのあたりはちょっと私はよくわかりません。
○齋藤徳美委員長　多分、国のトータルの復興予算の中で、各省庁に一体幾らの、要求した分について評価されて、そこは大事だという大局的な判断のもとに予算の振り向けがされるのでしょうね、結局。ですから、そこは高度な政治判断ということになると思いますが、今、色々地方に特区とか特別交付税、使いやすいお金ということになったときに、どこにどう持っていくかというのは、廣田副局長、県でいうと復興局なりがどこまで仕切れるかわかりませんけれども、そういう調整をした上で、お金の多い少ない、どこに集中的かというようなことが検討されるということではないのでしょうか、いかがでしょうか。
○廣田復興局副局長　私どもは、それぞれの分野で必要な事業を国に対して要望しておりまして、現在のところ、国全体の中で岩手県の分はここまでいいよというような形では示されておりません。そのため、一面では縦割り的に要求しております。今後、おそらく国から、トータルでこの程度というような御判断をいただくかということになろうかと思いますので、それを待っているという状況です。
○広田純一委員　一般の方の素朴な感覚としては、堤防にそれだけかけるならほかに回せないのかという感覚があると思うので、やはりそれにはある程度答えられるようにすべきかと思います。地域によっては今回の津波で堤防による防災の限界をかなり感じておられるわけで、そこに余りお金を投資するのはどうかという地域もないわけではないですから。
○齋藤徳美委員長　おそらく、復興を進めていく色々なプロセスで、どこにどうウエイトを置いていくかという、ちょっと難しい問題が絡んでくると思います。多分市町村とも県の方はよく話をされて、それぞれの地域での防潮堤の高さという、これは現地の自治体がよく理解して、納得してくださらないと、次のまちづくりそのものの計画もスムーズにいかないということなので、その辺はできるだけ考え方をすり合わせて決めていただいているものだと思います。一概に市町村は、高い堤防だけつくってくれという話でないと思うのは、当然無限なものはつくれないし、その分の費用は地域づくりの分で必要な複合対策に使わなければならないという、そういう思いもあって、いろいろ協議をされているというように理解はしております。ただ、現実には各部局がそれぞれ力の発揮のしようで、いかにそういういい案をつくって、お金をたくさん手に入れるかという、これ一つの原動力なので、それはなければ困るのですが、そういう要素も一方ではありながら、全体の整合性もとりながらという、そういうところで動いていくということなのだと思います。
　はい、どうぞ。

○広田純一委員　市町村からすると、恐らく堤防の高さはなるべく高くしてもらった方がいいと考えると思います。それは、国が大半を持ってもらえるという前提で、多分そういう話になってしまうと思うのです。自分の腹が痛まないでお金をもらえるものならもらおうということになってしまうわけです。なかなか全体を見てというようにはならない。住民レベルからすると、行政とはまた違った視点があると思うので、そんな高くしなくて、もう少しそれだったら自分たちの復興に使ってくれというような素朴な感覚があると思うのです。そこも含めて、そういったお金の使い方のバランス感覚みたいなものが必要かなというように感じています。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。

　はい、どうぞ。豊島委員。

○豊島正幸委員　市町村サイドから言うと、何が一番早く決めてもらいたいかというと、どの水準で整備しようとしてくれているのかという、そこなのだと私は受けとめております。その意味で、この海岸堤防の高さ、整備水準をこのレベルにしますよと公表されたということは、私は県のメッセージだと思っております。先ほどのお話のように、予算の不確定性は確かにありますけれども、それがどう転んでも県としてはこの水準でやりますという、そういうメッセージとして私たちは受けとめてよろしいのかどうか。また、それがグラグラしますと、まちづくり計画がまた御破算になってしまうという、その点、このたびの公表は予算措置がどう転んでも県がこの水準でやりますというメッセージとして受けとめてよろしいかどうかお尋ねいたします。
○齋藤徳美委員長　お答えできますか。

○馬場県土整備部河川課主任主査　県では、この公表に当たりまして、まず国の方の示した方針、頻度の高い津波については防潮堤などのハードで財産等を守っていきましょうということ、それから県の復興の基本計画にもそういったことを書いておりますので、公表した高さ、最大値ということでこれから具体的に決まっていくところもございますが、ハード整備は進めてまいりたいというように考えております。ただ、期間については、先ほど５年程度というお話ししましたが、ちょっと制度的なところで、５年で進めるものもあれば、ただいま防潮堤無堤の区間といったところもありますので、そういったところについては少し時間がかかる可能性もありますが、着実に進めてまいりたいと思います。
　以上でございます。
○齋藤徳美委員長　はい。
○豊島正幸委員　では、もう一点、設計の構造についてお尋ねいたします。

　これも新聞からの情報ですけれども、釜石や大船渡など、湾口防波堤については、大体３点に絞って構造を検討するという、より具体的な検討事項が載っておりましたが、このたびこの海岸堤防の設計に当たって、どういった点に留意されて、より妥当なものに仕上げていこうとしていらっしゃるでしょうか。今の段階で、この点を検討していくのだというところをお示ししていただければありがたいと思います。例えば湾口防波堤の場合は、この堤体の自重をもっと大きくするとか、それから基礎部分の陸側のところ、嵩上げしてえぐられることがないようにとか、そんなものがありましたけれども、海岸堤防においてはいかがでしょうか。
○齋藤徳美委員長　お願いします。

○馬場県土整備部河川課主任主査　先ほどの資料１のＡ４、カラーの横版の４ページを御覧ください。こちらに海岸堤防の構造についてということをちょっと簡単に整理してございます。下の写真は、岩手県内の防潮堤の破損状況の写真でございます。写っている側が防潮堤の陸側の方でございます。被災のメカニズムとしましては、津波が越流したことによりまして、陸側、裏側の法尻、地面と堤防の境のところが洗掘されまして、裏側の法面のコンクリートの被覆が壊されたり、後ろが深く掘られたりした状況でございます。また、これに引き波が伴いまして破堤したという状況が多く見られております。それから、防潮堤の上に１メートルくらいの壁みたいな、パラペットと呼んでいますが、そういったものの構造についても引き波で海側に倒れた状況になっております。県の方でも、その被災メカニズムに対応する対策、それから国の方でも粘り強い堤防の構造というものを検討しているようでございます。県では、まずこの裏側の対策というものをきちっとしていくべきではないかと考えておりますし、防潮堤の上のパラペットといったような構造は、やはり弱点になりがちなところがございますので、そういったところはできるだけ土地利用が許せばなくして、緩やかな堤防というものをできるだけ目指していきたいというように考えてございます。具体的には、国から示されるもの、それから有識者の皆さんの意見を踏まえながら、今後詳細に考えていきたいと思っています。
○齋藤徳美委員長　よろしいでしょうか。谷藤委員。簡潔にお願いします。
○谷藤邦基委員　堤防の耐用年数はどうなっていますか。

○齋藤徳美委員長　お願いします。

○馬場県土整備部河川課主任主査　コンクリート構造物は、一般に50年程度と言われておりますが、県の防潮堤でもチリ地震津波後、昭和40年ころにつくったものを維持管理しながら、これまで守ってまいりました。津波防災技術専門委員会でも皆さんから維持管理が非常に重要だよという、50年後、100年後でも使えるもの、機能するものということを言われておりますので、維持管理については十分点検を行いながら、必要に応じた修繕等をこれまで以上に進めていきたいというように考えています。
○谷藤邦基委員　この問題を質問したのは、要するにお金の問題にかかわる非常に重要なポイントだと思うからです。つまり例えば50年しかもたないのであれば、50年後に何か更新しなければならないという費用が発生するわけで。ですから、今まで私らお金の問題はほとんど議論してこなかった。いかにあるべきか、いかにありたいかだけ議論してきて、お金の問題はこれから多分本格的に始まると。そうなったときに、色々な費用を考える中で、何年もつのかというのは非常に大きなポイントです。民間人なら当然それを考えます、減価償却という形で。ところが、公共施設というのは減価償却という発想ほとんどないのですね。でも、それを考えておかないと、さあ、つくり直しましょうとなったときに、何にも、一銭もお金がありませんとかいう話になりかねない。そこは、国に考えてもらわなければならない部分かもしれませんけれども、早い段階からそういうことまで含めた費用を考えていただきたいという趣旨でございます。
○齋藤徳美委員長　よろしいですね。
　防潮堤等、ある面でまちづくりの基本ですので、これどう固まっていくか。実際にいつまでできるかということで、地域づくり、いろいろ計画の進捗にもかかわってくると思います。御意見もたくさんあると思いますが、一応専門委員会の方での議論の結果ということで、また御質問等があれば個別にお願いすることとして、審議の方に移らせていただきます。
　（２）審議

　　　ア　復興計画の進行管理について

　　　イ　その他
○齋藤徳美委員長　審議の方の議題は、復興計画の進行管理についてということで、先ほど要点を大平課長から説明していただきましたが、県の考えているこの進捗状況の管理ということについて説明お願いしたいと思います。
○大平復興局企画課総括課長　それでは、進行管理について御説明する前に、カラー版で東日本大震災津波被害と岩手県の取組という資料を御覧ください。これは、知事等が本県に来県される大臣等に御説明する際の資料でございます。９月版でございますが、この中の一部に現在の復旧状況、取組状況がございますので、先にこれを御説明いたします。
　４ページをお開きいただきたいと思います。例えばということで、本県の被害状況の概況がございます。死者数等は、最新の状況への更新が終わっておりませんので、直近では、数値が若干変わってございます。例えばライフラインの被害の概況の中で、復旧状況を書いてございます。さらに、避難者の状況として、ピーク時には約５万4,000人の避難者がありましたが、９月１日現在では４名と、ほとんどゼロという状況でございます。一方で、内陸に移った被災者が2,383人、他都道府県に移った方が1,579人等となってございます。
　さらに、７ページには、復興計画の状況、市町村のまちづくり計画の策定状況について記載してございます。この中で、普代村につきましては９月29日に策定され、10月３日に公表されてございます。その辺がこの資料と若干変わってございますが、各市町村の計画等の策定状況はこのような状況になってございます。計画策定時期の早いところでは、洋野町などがありますが、多くの市町村が年内策定を目指してございます。
　さらに、がれきの処理状況ということで、仮置き場への搬入状況等々が書いてございます。撤去がどのくらいの割合になっているかというところでございます。
　さらに、８ページの「なりわい」の再生については、被害の状況と取組状況でございます。９ページが「暮らし」の再建の部分で、具体的なデータが出てございます。避難者数と仮設住宅の状況ということで、仮設住宅については入居状況が民間賃貸住宅等も含めまして100％というところになってございます。
　さらに、義援金、寄附金等の状況が10ページでございます。被災者への支給額が義援金で、この段階では73％というような状況が真ん中に書いてございます。さらに、家屋が全壊、半壊の方に対する生活再建支援金の支給率、あるいは生計維持者が死亡した場合の災害弔慰金の支給割合でございます。このような内容について記載がございます。
　この資料については、簡単に御説明、御報告させていただきました。
　次に、審議事項である復興計画の進行管理につきまして御説明いたします。資料２を御覧ください。今回の復興計画の進行管理につきましては、具体的な観点がいくつかあると思っております。まず、１点目として、施策がどのように進んでいるかというところでありまして、あるいは復興の状況がどのように進んでいるか、具体的に岩手県の被災地でどのような復興状況にあるか、それは県の施策だけではないところであります。さらに、２点目として、被災者の方の意識、あるいは県民の意識で、実感がどうなっているかと、そのようなところに進行管理の着眼点があると思っております。
　このような観点から、まず１番目、１の（１）でありますが、県民意識ということで、被災者の状況、あるいは復興に関する意識、行動等を把握するというところでございます。これについては、後でまた申し上げます。
　次に、２番目、基礎データ、客観指標、例えば人口がどうなっているか、被災地においてどのような人口動態になっているか、あるいは商工業がどのように復旧されているか等々、被災後の復旧、復興の状態を客観的なデータで把握していくと、推移を把握するというのがもう一つの考えであります。
　さらに、県の施策・事業の進捗管理ということで、復興計画の３つの原則に基づいて、それらの施策や取組状況、取組項目、構成事業の進捗状況、現在何％進んでいますということを明らかにすることを考えています。例えば防潮堤であれば、本来行うべきものの何％まで今進んでいますとか、あるいは何メートル中の何メートルまで完成していますと、そのような進捗状況を明らかにすることを考えています。
　もう一つが政策評価です。いわて県民計画のアクションプランを今年度策定することとしております。その中に、復興計画の取組についても盛り込めるものは盛り込むこととしておりますので、アクションプランに盛り込んだ取組については、いわゆるマネジメントサイクルに基づいて政策評価も行っていくものです。さらに、ＮＰＯ等の方々が県の施策について、取組状況などについて評価し、それについて提言をいただくという、いわゆる県民協働型評価と県では言っておりますが、これらを県の評価担当で行っております。これらの仕組みを活用して、来年以降、県の施策の取組状況等を評価していくものです。これらの４つの考え方に基づいて、これから進行管理をしてまいりたいと考えております。
　具体的には、２ページの進行管理の方法に記載してございます。県民意識調査につきましては、復興計画の期間中、毎年度実施してはどうかと考えております。これから具体的な内容は検討してまいりますが、例えば、生活全般の満足度、復興全般の実感・意識、あるいは復興に向けた３つの原則に係る実感・意識、さらに津波、復興に関する行動、参加、心の変化の問題、あるいは行動意識に対する問題について県民意識調査を毎年行っていってはどうかと考えております。
　さらに、客観指標については、例えば、いわて復興インデックスという形で、次のページ、３ページにＮＩＲＡで公表いたしました復興インデックスを、岩手版に置きかえたらどうなるかということで、これから具体的に検討してまいりたいと思っております。例えば、交通であれば道路の復旧度、鉄道復旧度、あるいは医療施設が戻っているか、がれきがどうなっているか。例えば社会経済活動であれば人口がどのような動態になっているか、あるいは食料とか雇用の状態がどうなっているか等々でございます。これらについては、岩手県でそのまま取り入れるのがどうかなという指標もございますので、これらについて、検討してまいりたいと思っております。
　さらに、３つ目でございます。３ページの（３）復興実施計画の施策体系に基づく進捗管理です。実施計画上、441事業の事業がございます。これらについて、まず四角のところでございますが、個別事業ごとにこれらの進捗状況、先ほど申しましたように、アウトプット指標、どのようなものがあるかといいますと、例えば人数とか、回数とか、さまざまなものありますが、例えばということで、このようなアウトプットに基づいて進捗状況を把握していくというのが一つの考えであります。
　さらに、３つの原則、10分野の取組、22の取組項目ごとに、構成事業の進捗度を集約するものです。例えば３つの原則ということであれば、10分野の取組の中で、安全の部分ですと、「まちづくり」と「交通のネットワーク」があり、今現在順調に進んでいるのが何項目中何項目、２項目中１項目とか、あるいは１つが遅れていると、そのような観点でまとめるものでございます。そのようにある程度まとめて把握するというものが２つ目の柱であります。
　さらに、22の取組項目の代表的な取組状況、これら様々なものがありますが、例えば水産業のどの分野では何々というようなものを選んで、これらをある程度定点的に把握していくということを考えております。
　ただ、一方で８カ年の計画でありますので、ある段階になると進まなくなるとか、あるいはもう大体ピークに達するというのもございますので、これらについては項目の入替えなども考えてまいりたいと思っております。
　４ページでございます。政策評価との連携ということで、先ほど申しましたものでございます。政策評価の次期アクションプランの中で盛り込まれるということで、現在の評価のシステムの中で考えていきたいというものでございます。
　また、計画の進捗状況の報告でありますが、３の（１）、復興委員会と本総合企画専門委員会に対してでございますが、これらについては毎年度２回は報告していきたいと考えております。さらに、議会等では特別委員会がございますので、その場において進捗度を報告してはどうかと考えております。さらに、県の復興本部員会議というのがありますので、これらについては適宜、例えば月１回報告するもの、あるいは年４回報告するものなどがございますが、これらについては頻度等も含め一つの案でございます。御意見をいただきながら考えたいと思っております。
　さらに、シンポジウムの開催などで、復興の取組状況などを節目節目で報告してはどうかなと思っております。
　次に、資料３でございます。では、現在のところどのようになっているかということで、資料３で復興実施計画の進捗状況の中の、現段階でございますので、大変恐縮でありますが、着手ということで、９月末現在で着手の状況というのを押さえたものでございます。着手といいますのは、考え方は、県といたしましては例えば具体的に補助金の内示をしたとか、あるいは市町村との協議を行ったとか、あるいはもちろん着工というのも含まれますが、幅広にとらえてございます。これらの中で、３原則、「安全」の確保につきましては着手が82.5％、「暮らし」の再建が87.9％、「なりわい」の再生が84.4％となってございまして、合計では85％が何らかの着手を行っているというものでございます。
　「安全」の確保につきましては、防災のまちづくり分野につきましては、53事業中23年度に着手予定が39事業で、そのうち30事業が着手済みです。例えば災害廃棄物の緊急処理事業については、すべての被災市町村で一時仮置き場に撤去が行われた、完了したということになります。
　次、２ページであります。交通ネットワークの分野では、23年度には18事業を行うこととしておりまして、17事業で着手済みということです。例えば復興道路の国の直轄事業でありますが、国が新規事業の採択評価手続に着手したということで、国においては手続を行ったということで、県民の実感からいたしますと、まだ着工とか測量とかが行われていないではないかというところで、若干のズレはあると思いますが、いずれ施策レベルということで、大変恐縮ですが、このようなとらえ方をさせていただいております。
　「暮らし」の再建につきましては、生活・雇用の部分では23年度は33事業を行うこととしておりますが、そのうち29事業で着手済み、その中で被災者台帳システムについては基盤システムの構築が完了したというところでございます。

　さらに、保健・医療・福祉分野でありますが、47事業を行う予定でありまして、そのうち40事業が着手済みです。例えば医療の部分では仮設診療所が22カ所開設されたということであります。
　教育・文化につきましては、30事業中すべてが着手済みということであります。例えば子どものこころのサポートでは、サポートプログラム等の作成に取り組むというところと、サポートチームが県内公立学校に派遣されたというところであります。
　地域コミュニティについては、17事業中13事業が着手済みということであります。

　市町村行政機能については、４事業が着手済みということであります。
　「なりわい」の再生につきましては、水産業・農林業分野で99事業中82事業が着手済み、３事業が完了ということであります。例えばということで、共同利用漁船等復旧支援対策事業は漁船3,700隻、定置網60ケ統、磯建網70ケ統の整備の事業費の内報を行っているということであります。完了事業につきましては、漁港関係のがれき等の関係がございます。
　次に、４ページでありますが、商工業分野では70事業中62事業、その中で復興支援ファンドについては、今月上旬に機構を設立することとなっております。
　観光につきましては、80％、24事業が着手済みということであります。
　具体的な内容については、別紙でございます。例えば別紙1ページの防災のまちづくりの２行目のところで、多重防災型まちづくり推進事業の計画の策定支援事業を御覧ください。表の右欄でありますが、実施状況のところに丸が書いてございます。この事業について何を実施したのか、着手したのかといますと、備考に記載しておりますとおり、市町村等の意見交換や国との協議を行っているというような状況でございます。
　この表において、横棒、「－」がついておりますのは、23年度には行う予定がないものであります。
　さらに、空欄の部分、このページの真ん中のところに空欄の部分がございますが、警備船さんりく復旧事業等については、９月補正を待って行うというような事情で、まだ実施されていないものです。このように、空欄となっておるのはまだ未実施のものであります。
　このような形で、441事業について取りまとめたものであります。先ほど申しましたように、この資料は着手だけでありますので、これだけでは十分だと思っておりません。先ほど申しました施策事業の事業レベルでアウトプット指標について、事業が動き出した段階でそれらの数字がゼロ％から徐々に動いていくと、あるいは数字についても事業費が何億円中何億円というような状況になりましたらば、それが本当の進捗状況ということになると思っております。
　以上でございます。

○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。基本的に復興に向けてどの程度計画に上げた事業が伸展しているかと、これは状況評価管理ということはしていかなければならないことだと思います。そこには異論はないと思います。今日そういう方針と、それから着手という、そういう形での状況の提案がありましたけれども、御意見、御質問等お願いしたいと思います。
　はい、南委員、お願いします。
○南正昭委員　非常に重要な取組だと思いますので、ぜひ進めていただきたいと思うのですが、まず１つ、基本的なことなのですけれども、この進捗状況を管理していくこと自体はどこでやるのかということなのですが、復興局という部署でやられるということと、委員会ベースでいうとこの総合企画専門委員会に、今ここに出てきたわけですけれども、今後ここでこういうことを取り扱っていくのか、そのあたりのことを一つお伺いしたい。まず、この点についてよろしいですか。
○齋藤徳美委員長　では、お願いします。

○大平復興局企画課総括課長　基本的な進行管理については、復興局の方で行っていくものであります。
　委員会との関係でありますが、今回仕組みについて御議論いただきまして、御了解いただきましたならば、具体的なデータ収集に取りかかりまして、それで１回目ということで、例えば12月の段階で、さらにどういう状況になっているということをお示しして、その段階でまた御意見をいただきながら修正をかけていくということも考えていきたいと思っております。
○齋藤徳美委員長　はい、どうぞ。
○南正昭委員　進捗管理の把握、状況把握だけであれば、やることはそんなに大きくはないかもしれないのですが、この評価すること自体が何を目的にするかというと、その先にどういう、どうしてここが行き詰まっているのか、余り進まないのか、どういうところを重点化して進めていったらいいかというような、予算がある程度決まってきて、縦割りでしっかり予算がついてくれば、それに応じてやっていくことになるでしょうけれども、もう少し柔軟な、ある程度一括で使えるようなものが出てきたり、柔軟な対応が出てきたときに、それも単年度である程度の予算が振り込まれたときに、どこを進めていくと、その地域にとって先に進めるかというような、非常に重要な優先順位の決定のようなことも入ってくるのではないかと思うのですが、そういうことを議論していく場を、この場でも結構だと思いますし、やっていけるような体制を、今回のお話は進捗管理の評価をどうしていくかということだと思うのですが、ぜひそれを有効な次の手だてにつながるような仕組みを検討いただきたいと思います。
　以上です。

○齋藤徳美委員長　はい、お願いします。

○大平復興局企画課総括課長　これにつきましては非常に重要な御指摘でございまして、ただ今の段階で、例えば復興の一括交付金あるいは復興基金というものの姿が見えませんので、国の方で考えているところではわかりますが、それの仕組みというものは新聞報道で知るだけであります。例えば一括交付金は40事業が対象だとか、基金については金額が幾らになりそうだとか、取り崩しがあったと、それが市町村中心になるのか、県中心になるのか、まだ全然はっきりわからない状況になっております。一方で、御指摘のように、その自由度の高いものの配分の方法については、その金額や仕組みにもよりますけれども、重要な御指摘だと思いますので、それらについてはこの場でどういうようにするということは具体的にはお答えできませんけれども、十分考えていきたいと思っております。
○齋藤徳美委員長　よろしいでしょうか。
　これは、県として施策をどう持っていくかという、知事を中心に復興局という、そういう執行主体がそれなりに判断することである一方、それが県民の要望に十分に応えて行くかどうかということについて言えば、こういう委員会が役割を担うかどうか、それは別として、県民の意向を聞くという、そういう形もやっぱり並行して動いていかなければならないということなのだと思います。ただ、そのあたりはどういう自由度のお金がどんな形でやってくるかということも見ながら御検討いただいて、多分この委員会は、総合企画という形でスタートしていますから、ここがやるかどうかということは別にして、どういう形が望ましいかという、そういう意見は聞いてもらえるのだろうなというように考えているところですが、そう思っていてよろしいでしょうか。
○大平復興局企画課総括課長　はい、そのように考えております。

○齋藤徳美委員長　広田委員。
○広田純一委員　この資料３にある進捗（着手）状況の数字ですが、進捗状況が85％というのはちょっと信じられないような感じだったのですけれども、着手ということであればこれぐらいの数字になってしかるべきなのでしょうね。ただ、ちょっと気になったのは、この着手もいろんなレベルがあるわけで、それぞれの事業、施策の実質的な進捗につながるような着手と、そうでなくてとにかく何らかの作業を始めただけの着手というのは意味合いが異なりますよね。この85.3というのは、恐らく、とりあえず始めたレベルの率ではないかなと思うのですが、仮にそうだとすると、真に必要な情報が隠れてしまうのではないか少々心配です。というのは、今、南委員がおっしゃったように、こういう状況評価というのは、今からやろうとしている施策あるいは今やっている施策が本当にこれでいいかどうか、ちゃんと効果が発揮しているかどうかを評価するためにやるわけですから、とりあえずスタートしたということだけを拾って85％に達しているから、特に問題はないではないかみたいな、そういうように自らが思ってしまうとまずいなと思うわけです。この着手というのがどれだけ実質的な着手なのかというのをやはりそれぞれの部局で詰めていただいた方がいいのではないでしょうか。これらは23年度から25年度までの事業ですから、今この時点であれば着手率はもう100％近くになるのはある意味当たり前です。そうではなくて、実際にやろうとしているのだけれども、ちょっとこれ難しいなみたいなのも当然出てくるはずですから、そういうのをあぶり出すような形で、進捗率というか着手率を評価していかないと、形式的なものに陥ってしまうのではないかなと思います。
　これは別に県庁だけではなくて、岩手大学もそうなのですけれども、とかく評価というのはすごく形式的になってしまうところがあります。それは別に皆さんがというより、そのシステムがそういう感じになってしまうのです。ですから、形式的な評価に陥らないようにどうしていくかというのはすごく重要だと思います。

　とりあえず、これで切ります。まだほかにもありますけれども。
○齋藤徳美委員長　とりあえず１つだそうですが、えらいストレートに言うと、これは各事業、復興局全体が管理しているところですけれども、やはり事業として見ると、各部局のところでみんなそれぞれ頑張って動いている。ここに出てきているのは、一応その自己評価ということで、いずれ動けば数値はもっと客観的に出てくるのでしょうけれども、着手していますよという自己評価のところの取りまとめになっているのですよね。
○大平復興局企画課総括課長　この表については、おっしゃるとおりでありますけれども、事業の内部的な管理は、例えばこの表、エクセルで管理しておりますが、表の右側の方に色々なデータがございます。それらは、例えば事業費ではこのくらいかかると、１回目の復興実施計画つくるときに、数字が入るものについては大まかな見積もりを各部局からいただいております。あるいは、何メートル整備する、何キロ整備すると。それで、これらの進捗管理を行っていくということとしております。ただ、まだ決まっていないものもありますので、全部公表する状況にはありませんが、その中でだんだんに、先ほど申しましたように事業レベルではそのうちに、例えば契約済み、あるいは施工が何メートルできましたというような進捗管理を行っていくことになると考えております。それで、年に２回なりということの頻度で公表していくというようなことで考えております。まだ８月にできた計画を９月末で取りまとめたものですから、おっしゃるように甘い、非常に甘い自己評価という御指摘もあると思いますけれども、現段階では着手というところを幅広にとらえたというところでございます。
○齋藤徳美委員長　ほかにご意見。
　平山委員、どうぞ。

○平山健一委員　この計画書にも第６章で進め方というのはありますけれども、いろんな主体がこの計画を共有してやるべきものだと私は考えていたのです。県が非常に意欲的にやっていただいているのはわかりますけれども、やはり実際動くのは自治体かもしれませんし、経済界かもしれないし、県民かもしれないわけです。大学ももちろんそこに入れてもらっていました。そういうスタンスが余り感じられないというか、やはり自己評価で、またそれを反映して、県の中だけで解決しようという進め方に見えてしまうのですけれども、やはりもう少し広くオープンなところで考えて、だれの責任が弱かったのか、そういうようなことも含められるようなシステムはできないものかなと思ったのですけれども。
○齋藤徳美委員長　その辺はいかがでしょうか。
○大平復興局企画課総括課長　政策評価との連携の中で、「いわて県民計画」の次期アクションプランに盛り込むといったところがございます。そのアクションプランの評価というか、アクションプランにおいては、役割分担という項目がございます。復興計画にはないのですが、アクションプランの中では役割分担、市町村と例えば県と、あるいは民間、あるいはＮＰＯ等々というのがあって、それらがどういう役割分担を担っていく、あるいはその中で結果どうなるかというマネジメントサイクルの中で毎年の政策評価というのが行われていくことになっております。一方、県民との共有といいますか、それらについてはフォーラムをメインに、例えば年１回というか、そういうことも考えておりますので、その中で復興の進み具合がどうなっているかというようなことを共有することがまず１つと思います。あとは、説明の中で申しました県民協働型評価ということで、ＮＰＯなどの方から評価をいただくというようなことを考えております。あと、それでもおっしゃるお答えにはなっていないと思います。今回お示ししたのは、県の施策の進め方の進行管理のやり方でありますので、御指摘の点も踏まえて、内部で検討してまいりたいと思っております。
○齋藤徳美委員長　よろしいでしょうか。
　はい、どうぞ。谷藤委員。

○谷藤邦基委員　資料２の下の復興計画進行管理のイメージという図の中で、右上の部分、私はよく整理されているなと思って拝見しておったわけです。要するに、４段階あると。そのうち、下の２段階というのは事業の進捗状況について、ある意味自己評価ですよね。要するに、これだけやろうと思っていることについてはどれだけできましたと。恐らくその進捗状況がどういう効果をもたらしているのかというのが復興インデックスに反映させるようになっていれば、非常にチェックの指標としてはいい指標だと思うのです。それがさらに県民の実感として、確かに復興が進んだなというのが県民意識調査でわかるような、そういう構造になっていれば、非常にいい仕組みだと思うのです。
　ところが、そう思って見たときに、復興インデックスとして、これはあくまでも例示だということなのでしょうけれども、出てきている項目が果たしていろんな事業の効果が反映されるような項目になっているかというと、かなり疑問があると。それは、これからいろいろ検討されるのでしょうけれども、いずれ私の受けたイメージとしてはそういう形で、実際やっている事業がどういう効果を生み出しているのかというのが復興インデックスでチェックできるような仕組みづくりを考えていただきたいなと思った次第です。例えば具体的に言いますと、社会経済活動状況の指数の中で水揚げ量というのがあるのですけれども、これ恐らく魚市場の機能がどれだけ復旧してきたかというのを水揚げ量で見ようかなというような発想だと思うのです。ところが、水揚げというのは漁獲量の方に影響される部分が大きいわけで、市場の機能が復旧してきたからといって漁獲量が増えるわけではないし、水揚げが少ないからといって市場の機能が復旧していないということでもないだろうと思うのです。あるいは、大型小売店販売額というのがありますけれども、これ実は私どもも今県内の経済事情分析する上で非常に苦労しているというか、困っているところで、一応大型小売店販売額というデータ、経済産業省の方から出るのですけれども、具体的な話で言うとあれなのですが、中三が震災以後閉店しているわけです。明確に百貨店が１店舗減っていると。岩手県内で対象になっている百貨店が５つしかないうちの１つなくなってしまって、残りの店舗の売り上げが増えているわけです。そうすると、同一店舗比較で見ても、全店舗比較で見ても、どうもトレンドの把握ができないのです、今。要するに、残った４店舗で比較すればいいかというと、明らかに中三で減った分が別な百貨店で増えているだろうと思われるわけです。だから、全店舗で見ても、同一店舗で比較してみても、どうもそのトレンドとしてはよくわからない状況が今できています。だから、そこら辺、いろいろ細かく見ていくと、なかなか経済活動のアクティビティというか、そのレベルがどうなっているかというのが非常に今把握が難しい状況になっているので、そこら辺も含めて、このインデックスのつくり方というのは吟味していただきたいなと思った次第です。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。その辺もお考えにはなっていると思いますが、いかがでしょうか。
○大平復興局企画課総括課長　この表でお示ししたものは、ＮＩＲＡ、総合研究開発機構が復旧・復興インデックスとして３県比較をしながら報告書としてつくられているものがございましたので、これらのデータをそのまま使って、お示しさせていただいているというのがまず１つでございます。おっしゃるように適当でないものというのも、例えば、我々としても、地方空港というのも花巻で臨時便が飛んだというのが震災直後にございましたが、それがなくなって、東京便がなくなったというようなものもありますので、それで正しく反映されているかどうかというのは、いろんな問題はあると思っております。谷藤委員の方から御意見をいただきながら、いいものをつくっていければなと実は思っておりまして、例えばＮＩＲＡとの共同というのもありますし、ＮＩＲＡはＮＩＲＡの考えで、既存のデータを使うとすればこういう比較だよということでデータが出てきたわけですが、岩手経済研究所様の方でもさまざまなデータをお持ちでございますので、いいものにできれば、しかもそのために調査するとかは非常に無理でございますので、なるべく既存のデータを活用しながら、それで一番実態を反映できる指標を選ぶというのが一番ポイントになってくると思いますので、個別の御相談に伺わせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。
○齋藤徳美委員長　ちょっと確認しておきたいのですけれども、今たまたまＮＩＲＡが岩手県のこの震災後の評価として一つの事例ですね、こんなやり方もあるというものを出されたのだと思いますが、これは県が依頼したのですか、独自にやったものがたまたま岩手県について出されていたということなのでしょうか。
○大平復興局企画課総括課長　ＮＩＲＡが９月に発表したものは、独自のものでございます。ＮＩＲＡの方でも指標をとるのが多分苦労したと思いますが、現在発表、公表されているデータの中を基に３県の比較をしております。また、市町村ごとにもデータが取れるものについては、被災市町村の市町村ごとの状況を整理してございます。色々データのとり方については苦労されていると思いますが、そういう既存の調査がございましたので、ＮＩＲＡの方には具体的にどういうような考え方でやっていますかとか、あるいは今後定点的にやっていくのですかというようなことで意見交換行っております。その中で、岩手県だけではなく、３県そのまま続けていくのか、岩手県とだけ組むのか、あるいはＮＩＲＡではなく別な指標でやるのか、これらについてはまだ結論が出たわけではございません。ＮＩＲＡからは、情報はいただいているというところであります。
○齋藤徳美委員長　一つ独自にやってくれたデータについて、こういうやり方もあるということをお示しいただいた程度と考えてよろしいですね。ちょっとその表示で、福島が非常にダメージが大きいという話は、あれだけの原発の問題抱えていてそうだろうという気はいたしますが、岩手県でもこれぐらい回復しているというのが、多分被災者の方はもちろん実態としてそう思えないだろうし、県民感覚としてもそんなによくはなっていないよねと、そういう中でこういう取り上げてくるインデックスが、ぱっと見てもあるデータという制約があるにしても、中央目線のもので、地域がどのような形でその被害の特徴的なやられ方をしているかといったその回復度を示すものについて言えば、いろいろ吟味をしなければならないポイントがあるのかなというようにぱっと思えたのですが、その辺は地域づくりに携わっておられる広田委員はどのように御覧になりましたか。
○広田純一委員　私に限らず、被災地の実情をある程度見てきている人、県の方もそうだと思うのですけれども、正直な実感からすると、まだ復興の入り口の手前だろうという、そんな感覚だと思うのです。私も色々なところへ呼ばれて、震災復興の現状と課題みたいなのを話すのですけれども、まだ入り口に立っていないなというような認識を持っています。というのは、復興が達成された状態というのは、震災直前にいた人たちがもう一度そこで住宅を持って、仕事があって、必要な生活サービスを得られる状況に戻れたということだと思うのです。そして復興の入り口というのは、そのめどがある程度立ったところであろうと思います。例えば住宅について言えば、どこに自分の住宅が再建できそうで、そのために必要な資金、経済的な裏打ちもある程度立つということでしょう。そういうように考えれば、まだ入り口に立っていないですよね。市町村の復興計画の中で、今移転先の場所を検討されて、候補地は出ていますけれども、どこにするというのはまだ決まっていない。これからです。あと、自己負担がどれぐらいになるかもまだわからない。これは、３次補正が出た後でないと決められないですから。だから、大方の家をなくした人たちからしたら、まだ入り口にも立っていない状況だというように私は理解しています。仕事はもっと厳しいかなという感じがします。谷藤委員がおっしゃったように、この進行管理のツール自身は悪くないと思うのですが、そういった復興に向けて、今どの辺りの段階にいるというのが、被災者目線に立った実感になるべく近づけるようなインデックス、評価の手法が必要だと思います。
　それについて、ちょっと具体的な提案というか、１つのアイデアにすぎないのですけれども、日銀で景況感とか景気動向の調査みたいなのを月に１遍ぐらいやっておられるではないですか。あれはすごく参考になります。例えば小売店の人の達観的評価として、今年の夏は結構暑くて、衣料が結構売れているとか、そんな感じの評価です。たくさんの項目があるので、ずっと見ていくと、全体として景気がよくなっているのか、この分野はまだダメだとか、実感としてわかるような調査となっています。谷藤委員の方がお詳しいと思うのですけれども、そういった景気動向というか、景況感の調査、正式な名称を忘れてしまいましたけれども、何かそれに当たるような復興感の調査を定点観測すればいいと思うのです。それぞれの市町村の事業者とか、あるいは住宅を失った住民の方、一種のモニターですよね。そういう方に、復興の進み具合を達観的に評価してもらうのです。例えば、まちの中にいろいろ仮設で商店なんかが出てきてにぎわいが出ているよとか、前回と比べるとちょっといい感じになっているとか、そんな感じのとらえ方をする方が多分実感に近いのではないかと思います。一つの提案として発言させていただきました。
○齋藤徳美委員長　前向きな御提案ということで、ありがとうございます。
　よろしいですか、どうぞ。
○谷藤邦基委員　今、広田委員からお話があったのは、多分景気ウオッチャー調査というものだと思います。要するに、いろんな統計指標ではなくて、実際にまちなかで仕事されている方とか、普通の生活をされている方に実感として今の景気どうですかと、あるいはコメントを求めて、確かに広田委員おっしゃるとおり、コメントは非常に役に立ちます。あれを見ているだけで、おぼろげに今の景気の現状のイメージが浮かんできますので。実は、私ども岩手経済研究所でも独自に県内の景気ウオッチャー調査というのを昨年からやっているのですけれども、ただ沿岸部の方をどうするかというのを、ちょっと震災以降多少配付先を絞っているようなところもあるのですが、それを復興状況の調査に絞ってやるというのは非常に効果的というか、現状を把握する上では有効ではないかなと、今伺っていて思った次第です。
○広田純一委員　復興ウオッチャー調査という名前をつけたらいいのではないですか。
○齋藤徳美委員長　多分これは着手状況なので、色々考えると、内報があった云々という入り口の入り口、つまり行政としてやる方の立場からいえば、着手したと解釈できるところの数値で、そうすると高く出るなという、出てもいいのかなという気がするのですが、まさに被害地域の方からすると、こんなに手がついたのという、何か実感とちょっとかけ離れた印象を持たれるかなというのが最初数字見たときに私も思ったわけです。どこか、それやっぱり統一しないと、例えばなりわいといったって、船が何隻増えたのですかと、新聞を見ると４％しか船は戻っていない。それも大半民間同士のフォローで、国からというのは内報があった、今度予算化されればできるという、そのあたりの段階というのが入り口でもないかもしれない。土地浸水して、安全のために高台へ移るということをどこの市町村も計画しているのだけれども、その代替地をどうするのと。今度３次補正に何か組み込む、何か制度をつくる云々と言っているが、それ入ってくれれば、その計画が市町村で前進できますよ、入り口に達しましたということが出てくるのだろうけれども、正直みんなまた内閣が代わったら、大臣が代わったら、また話が元に戻って、半年たってしまったのではないのというようなところで、なかなか着手したという実感がないような、そういう気がするわけであります。だから、本当にこれから指標をつくっていくときに、今の景気ウオッチャー調査みたいなものというのが、多分、県が考えたのは一番目に県民の意識調査、年に１度という、そういうような位置づけのものも含めて、行政サイドのことばかりではなくて、県民の意向という、いろいろ配慮をされているのだと思いますが、もうちょっと実態に合った数字が出てくるような形を我々も知恵も絞らなければならないし、考えていった方がいいのかなという、そんな気がしておりますが、いかがなものでしょうか。
南委員。
○南正昭委員　この評価の枠組み、先ほども申し上げましたけれども、政策評価としてこういうものをやっていくこと自体は大切なこととであり、こういう枠組みがあろうかと思うのですが、どういう復興がどの程度進捗していって、今後どう進んでいくのかということに対する関心が非常に高いものですから、政策のダイナミックな評価、それから次へのプランニングに対する期待、関心が非常に高いものですから、まずこの政策の評価としてこれまでの県等で行ってきた政策評価の実績もございますし、経験もございますでしょうから、こういう形でつくり込んで、さらにもう一段上のものを目指してほしいなというように率直に申し上げたい。先ほどの平山委員からの御指摘はとても大事だと思うのですけれども、いろんな参加主体があって、これは県の話からちょっと枠が出るようなところもあるかなとも思いながら、こういうやり方はないかなというように、考えてみました。それは、各主体に進捗状況の評価を任せる、各主体に評価してもらって、それを吸い上げるというのはいかがでしょうか。実態に近いところの評価と、先ほどから話が出ていますけれども、その実態のところでどう進んでいるのかということを評価できるのは、やっぱりその主体そのものですね。例えば商工であれば、商工のところに評価をお願いする。医療あるいは教育の分野であれば、そこでどういう状況になって、どういう課題があるのかということを挙げてもらう。それが今のこの御提示があった議論の枠かどうかは、また御検討いただければと思うのですけれども、そういう仕組みをぜひつくっていただけると、さらに意見を吸い上げられるのではないかなと思います。
　あわせて申し上げますと、県民意識調査は広く県民に現状の意識を聞こうということなのだと思うのですけれども、これもそれこそ被災地にいるかいないかでも違いますし、それぞれの仕事を持っているなりわいの状態でも違うわけですし、子供であれば受けている教育の状態で違うわけですから、そういう主体別にもうちょっとつくり込んでいく必要というのはあると思います。そういうものが次の手だて、次の施策に向けた重要なデータになっていくと思われます。
　以上です。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。傾聴に値する御意見かと思いますが、伺いながら私ちょっと思ったのですが、岩手県東日本大震災津波復興委員会には、県内の各様々な業種、産業ばかりではなく、福祉、医療、色々なところが入っています。自分たちの業界にこういうことをしてくれという話では、どうしても利益誘導になりがちなところはつきまとうのですが、本来、各業界では何ができるのか、県のために、県民のために何ができるかということを話すこと、それが私は復興委員会の一番の役目かなというように思っておりました。実務をやるところは、それなりに専門委員会が激論をやりながら、しかも中身は県の各部局の担当で、それこそ寝る暇もなく考え、やって、つくって、最後了承を得たと思っています。だから、復興委員会の各業界のところで言えば、それぞれの分野ではどの程度復旧が進んでいて、何が課題か、次にこういうことが足りない、また、自分たちがしなければならないのは何かということをそれぞれ出していただくということも、せっかくあれだけのものを網羅したのだとすると、それぐらい自己評価してもらっても有効なのかなということをふと思ったりしましたが、親委員会に出ている平山委員はどうですか。
○平山健一委員　結構なことだと思います。やはり参画意識というか、それを行政だけでなく、我々だけでなくて、広めていって、それぞれが責任を感じながら努力して積み上げていくという仕組みをつくることが非常に大切だと思います。南委員がおっしゃったこととか、今、委員長がおっしゃったこと、まさしくその方向ですよね。賛成でございます。
○齋藤徳美委員長　煮詰めてきた話ではなく、今伺いながらそういう点もと思ったのですが、大平課長は、何か今の意見についてどのように感じますか。
○大平復興局企画課総括課長　進行管理につきましては、いわて県民計画の方も着手しているわけですけれども、一番難しいのがやはり指標の選び方です。進行管理の面でいいますと、アウトカム指標が難しいというのがあります。それは、的確に成果を明らかにする統計データがないというのがまず一つございます。データがない場合どうするかということで、先ほどの御指摘にありましたインデックスの方も、いい統計データ、ぴったりのデータがあればいいのですけれども、状況を表すためにどういうものがあるのかというのが非常に難しいというのがあります。また、評価をやっていて、非常に事務量が多くなるというのがもう一つの問題点がございます。ですから、これらをクリアにするような仕組みというか、今、御提案いただいた中で、これらについて全体的なことを考えていかなければいけませんので、例えば復興委員会の親委員会の委員の方に御意見いただくのは可能なやり方でありますけれども、それらの傘下のそれぞれの所属のところを全部取りまとめてくださいとまでお願いするのかどうか、様々な課題があると思いますので、これらについては持ち帰りまして、検討させていただきたいと思っております。
○齋藤徳美委員長　厳密に考えると、色々課題があると思います。でも、私なんか細かいことをガチャガチャ言ったら何もできないので、太いことを考えれば、例えば漁協の組合長は、うちで船を何隻買ってくれという要望はすぐ出しております。言っています。銀行協会の会長は、政府からどれほどの融資が欲しいというあたりは、それはすぐまとめてやっております。ですので、それが県の全体的な客観指標云々という形のものに挙げることはないのであって、それぞれの団体なり、役割になっているテリトリーの中でどういう問題がどのぐらいなっているということぐらいは、恐らく独自にやれるはずだし、それが要望につながるとすれば、そんなに苦労する話でもないのかなと思ったりもします。ただ、県として施策上の評価ということになったら、これはもう客観的なものをつくらなければならないので、これは大変なことだと思いますが。
○広田純一委員　今の大平総括課長の御発言の中に、やっぱり評価の問題があるかなと思いました。事務量が多くなるという点です。前から言っているように、評価のための評価に陥ると、どうしても事務量が多くなってしまいます。被災地はまだ非常事態にあります。盛岡にいるとどうも日常モードになってしまっているので、評価についても通常のやり方になってしまっているのではないでしょうか。事務量が多くなるような評価の仕方だったら、私は変えるべきだと思います。そういうような進行管理のやり方自体が何か問題をはらんでいると思います。もうちょっと実態に合わせたような実質的な進行管理の方法を考えないと、せっかくの県の有能な人材が評価のための仕事で時間食われるなんていうのは非常にばかげています。
○齋藤徳美委員長　大学もやりましたからね。本当に、評価のための評価ということで。これは、自戒を込めて思うところであります。
　はい、どうぞ。
○豊島正幸委員　広田委員の１つ前の御意見、これをなぞる形になりますが、２ページ目の県民意識調査のイメージというこのイメージ図、項目なのですけれども、そこでの設問の仕方というのをもっともっと吟味して、より前につながっていくような設問の仕方、工夫が要ると思いました。まず第１点、復興している実感がありますか、どうですか、５段階で答えてくださいみたいな設問をまず想定しているのでしょうか、このイメージからしますと。さらに、その次に、広田委員も言われましたけれども、具体的にどういう事象がそう思わせているのか、あるいはどういう取組があるともっと実感として出てくるのかという、そのもう一つ掘り下げた具体的な取組や事象が浮かび上がるような設問をぜひ工夫して盛り込んでいただきたいものと思います。これは要望です。
　それから、資料３の着手状況ということについてです。着手という意味は、さきほど御説明がありましたので、理解しました。それで、そういう意味合いを持った着手についても、２割弱は着手もできていないという数字です。その理由として、先ほどの御説明を伺いますと、１つは予算措置がまだ確定していない、あるいはこの取組は平成25年度からだというような、この２つの理由は理解できましたけれども、そのほかにも着手できていないこの２割弱の部分で、そのほかの要因もあるのでしょうか。そこをお尋ねします。
○齋藤徳美委員長　お願いします。

○大平復興局企画課総括課長　予算の部分はそのとおりでありますし、あと制度検討中というところと、あとは例えばということで、９ページのところでは地域防災計画の関係で、医薬品に関する調達ということで、上から４つ目のところが地域防災計画の見直しに合わせて実施するということで、地域防災計画が今年度中につくるというようなものもございます。あと、14ページのところでは、地域コミュニティの関係のところで、空欄が３カ所ございます。それのうち、下２つは９月補正ですから予算の問題でありますけれども、上の方では事業主体の意向を踏まえ休止というような、研修を行うことにしていたけれども、これはやめましたというので着手されていないというようなものがございます。個別的にすべて御説明することはできませんけれども、そのようなものがあるということであります。
○齋藤徳美委員長　よろしいですか。
○豊島正幸委員　そのお答えで理解はしましたのですが、先ほども話題になりましたけれども、市町村との協議で、着手はしたけれども、こういう点で難航しているという、そういったところが今後、今の段階でもあるのかなと思いますが、そういったことも色々な機会に俎上に上げていただければ、私たちも参考になります。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。
　広田委員、どうぞ。

○広田純一委員　計画の進行管理に当たって、順応的管理というような考え方が必要かなと思っています。行政の事業というのは前年度に予算要求して、事業計画をつくって、そのとおりに当該年度に実施していくという進め方で進んでいくわけですけれども、こういう非常事態ですと、当初見込んでいた事業なり取組が実態にそぐわないとか、そういうことが出てくるのが当然だと思うのです。ですから、そういう事態に臨機応変に対応して、さっき紹介された視察研修をやめたというのも、いい判断ではないかなと思っています。むしろ進捗率が遅い方がいいみたいな場面も出てくると思うのです。順応的管理というのは、当初想定していた事業が、少し見直した方がいいということであれば、その年度内でも柔軟に見直しできるようにすること。各部署が進んでそういうようにできるような状況をつくることが必要だと思うのです。当初見込んでいた事業をやらないというのはミスだというような、こういう評価になってしまうと、各部門が予定していた事業を無理やりにやってしまうようなことが起こりがちです。大学もそういうところがあったのですけれども。例えば当初予算を支出しなかったとしても、だからといって、翌年度、予算を絞るというようなことはしないというような運用が求められるのではないでしょうか。少なくとも復興に関してはそういった計画の進行管理をしてほしいと思います。今被災地は、ほかの地域の５年とか10年分を１年でやるような、そん密度の濃い対応を迫られていますから、年間の計画を立てて、そのとおりにやるというのはかなり無理な話があります。年度内でも柔軟な計画の見直しをしながら進めていくような、また、そういう柔軟な見直しを評価するような進行管理であってほしいなと思います。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。震災の直後から、私もこれは非常事態で、いつもの平和な時代と違う、とんでもない非常事態なのだから、既存の行政のサイクルあるいは業務という話の発想ではない。今何が必要かと、それは臨機応変にもう決めて走っていくという、まだ非常事態なのですよね、本当に。
　私、昨日、一昨日も釜石に行ってきましたけれども、かえって大通りは寂れてしまったと感じました。前はボランティアとか救援の車がいて、まだ信号はついていないのがたくさんあって、警察官が交通整理をやっていましたけれども、今回は、交通整理の必要もなく、対向車にも会わないで、あっという間に通り抜けてしまう状況でした。シャッターというか、１階が壊れた店舗は一つもあいていない。だから、むしろだんだん人がいなくなって、まちが右肩下がりにどんどん傾いてしまうというような、そういう恐ろしさを感じてきたところです。だから、カンフルも「えいや」という話がなければならないし、何遍も言っていますが、土地の問題をどうしてくれるか、もう国が借り上げるなら借り上げる、もちろん焼け太りは困るのだけれども、法律をどうしてつくるかという話も大変だろうけれども、何かそのぐらいドンとやってくれないと、もう一つも進まないのかなということで、そういうときに県の方が借金を抱えて独自に走るというわけにもいかないのでしょうけれども、何か市町村ともっとタッグを組んで取り組めないのかという思いが毎日毎日するものですから、ついこの着手の数字が、豊島委員は２割はどうしたとおっしゃったのだけれども、私は８割というのが地域にとっては非常に何か落差が大きいような感じになるのかなということをずっと感じていました。今、色々な先生方からそれに対してどうしたらいいかというお考えを幾つか出されましたので、これは深めていくことだと思います。
　今、御提案されている進捗状況を管理してと、評価してということは、これはしなければならないということについては、委員の皆様ぜひやるべきだということで、これは間違いなく一致していることであります。その指標とかやり方については、また委員の先生方からの意見も伺いたいし、復興局の方でも今の意見を踏まえて、少し煮詰めて、また正式に会議を開かなくても、どうだろうというような話を委員に投げてくれれば、それぞれまた委員の先生方もそれなりの考えを出すと思います。そういう形で、前進をさせなくてはいけないと思いますが、せっかく集まっておられるので、何か指摘できることありましたら、御指摘ください。谷藤委員。
○谷藤邦基委員　先ほどの話の続きにもなるのですが、広田委員からお話のあった復興ウオッチャー調査ですか、仮称といいますか、これは非常にいいアイデアだと思って伺っておりました。というのは、要するに県民の意識調査を年１回実施するわけですが、これは多分本格的な大がかりな調査になると思うので、そうすると年に１回実施して、かつその結果が出るまで多分、非常に時間がかかるのだろうと思います。そういうものを埋めるものとして、復興ウオッチャー調査というのが位置づけは可能だと思うので、要するに速報性、簡便性という点で、これはぜひ実施を検討していただければなと思った次第です。
　すみませんが、私この後また所用ございまして、ここでちょっと退席させていただきます。
○齋藤徳美委員長　言うべきことを全部おっしゃっていただければ、御退席いただいて結構です。ありがとうございます。

　豊島委員、あと何か御意見はありませんか。

○豊島正幸委員　これから大きな仕事というのが市町村との協議、そこなのだろうと思います。そのときに、先ほど海岸整備作業のことで申し上げましたけれども、何が動かないこととして県はとらえているのかという、ここが流動的ですと、どうも話が上に積み上がっていかないと。ここは県としては動かないのだと、こうするのだと、そのようなメッセージがいろんな事象においてこれから必要だなと、ぜひそうあってもらいたいなと思っております。
　以上です。

○齋藤徳美委員長　平山委員、どうぞ。
○平山健一委員　以前、平井副局長が都市再生機構（UR）から市町村に人材を支援をしているというお話を聞いておりましたけれども、やはり市町村は今非常に人材が不足しているのかなと思います。復旧のプロなんていうのはあり得ない話ですし、予算とか、国の制度とか、色々なこと、非常に多くのノウハウがあって、そういうことに熟知している人材がまちづくりをスムーズに進めたり、あるいは国との調整する上で非常に大切ではないかなと。そういうような要望をどこで受けて、どういうような反応をされているのか、もう少しお手伝いをして差し上げたらどうかなというように思っておりますが。
○齋藤徳美委員長　平井副局長、いかがでしょうか。
○平井復興局副局長　今、市町村では、復興計画を遅いところでも今年中につくろうとしていて、土地利用計画というところにブレイクダウンしますと、非常に概略的な計画をそこに盛り込もうとしているのではないかと考えています。非常に概略的に言えばそういうことです。その段階では、ＵＲや多くの学識経験者の方々の参画も得て、今まで有効なサポートができてきたのではないかとは思うのですが、これからその土地利用計画をさらに細分化して実際の都市計画とかに落として、さらにその中に含まれている都市計画事業とか、それから開発事業とかを実施するという段階になりますと、なおさら人が足りなくなるだろうと考えています。また、違った形での専門家が必要になるだろうというようには予想しておりまして、そういうことで平山委員の御指摘のとおりでございます。ボリューム的にも、質的にも、これまでと違ったものが要求されるというように考えておりますので、これは様々な部とも協力して対処していきたいというように考えております。
○齋藤徳美委員長　よろしいでしょうか。
　南委員はいかがでしょうか。

○南正昭委員　震災以降、色々な段階を経てきて、今仮設に移った生活が始まって、そして計画という視点からいうと、基本計画ができて、実施計画ができて、こうやってメニューがそろって、今次に来るのがお金が動き出すということで、大きなターニングポイントだと思うのですけれども、このお金が動き出したときに、通常の予算編成で事業を実施していくことであれば、ある程度明確な配分の方式が決まっているでしょうけれども、今回のそれこそ緊急対応の中でお金を有効に動かしていくということをしなければならなくて、そのときに優先順位をどう決めるかということもありますし、行政としては公平性をしっかりと確保するということもあると思うのです。だから、そのことを県民で共有しながら前に進んでいかなければならないという、非常に難しいけれども、実施していかなければならない局面にこれから向かっていくのだと思います。そのあたりで重要な役割をするのが今日お示しいただいた進捗状況の評価の問題であり、さらに先に向かうダイナミックな適応型のプランニングの方法なのだと思います。そのあたりは、今はまだこれからなのだと思いますけれども、しっかりとつくり込んで、その事務量が増えるということを決して申し上げたいのではなくて、大変になると本末転倒なところがありますので、ぜひいい方法を考え出しながらつなげていけたらというように思います。
　以上です。

○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。

　広田委員はいかがでしょうか。
○広田純一委員　お金が動き出すというところがすごくポイントだと思うのですが、市町村や県の方は、そうなるとまた忙しくなるわけですよね。かなり大きな予算をそれぞれの部局で発注しなくてはいけないとなると、それだけでもかなりな仕事量になりますから。お金がつけばそれだけ忙しくなるのは行政の常なので、ちょっと手が回らないところは、もう少し他の主体との連携というか、協働というか、それも考えた方がいいと思います。それは広く考えるべきで、例えば県のＯＢの人だとか、全国見渡せばいろんな方がいらっしゃるので、お金に基金があるように、人材にも復興を手助けする人たちの組織化みたいなものも考えていったらいいのではないでしょうか。
　それから、被災地にいると、だんだん自分以外の人間を批判するような物言いが多くなってきます。被災者は市町村に様々不平不満を言うし、市町村は県に不満を抱きがちです。被災者の間でもちょっとギスギスした感じが出てきます。それだと全体としてうまくいかないことは確かなので、それぞれの主体がやれることを協力しながらやるみたいな雰囲気がすごく重要です。県の方にはそういった雰囲気づくりも進めていってほしいと思います。そのためにも、情報共有がすごく必要となります。ここまでやっているのだとわかれば、大抵の不平不満は解消されるものです。そういうのがうまく伝わっていないと何となくギスギスしてしまちがちです。大勢の力を結集することがすごく重要なことなので、県としても是非そのような姿勢を持ってほしいと思います。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。

　委員長がしゃべり過ぎるのはよくないのですが、ついまじめに考えると念を押したいのですが、県土整備部の方でこの専門委員会の防潮堤の高さ等、これは次のまちづくりの一番のベースなのですよね。ここが決まらないと、どう移動するのか、あるいは施設をどうつくるのかも決まってこないと思います。また、国にそういう費用を幾ら出してもらうかという具体的な話もできないのだと思いますが、基本的には住民の意向、自治体あるいは集落の意向ということで、この高さ云々については、多分専門委員会が責任持って決めるということではなく、県の方で市町村と協議してということだと思いますが、その辺について首長とか、首長を通して地域との相互理解のような努力というか、場はたくさん持ってやってこられたのですよねという確認です。
○馬場県土整備部河川課主任主査　まず、専門委員会の役割ですけれども、防潮堤の高さだけ、ハードだけではなくて、まちづくりも踏まえた、あとソフトも踏まえた総合的な多重防御の津波対策を考えるということですので、まず全部含めて考えていただいているというところがあります。また、市町村との協議におきましては、早いところでは６月ころからこれまでずっと４カ月くらいかけて市町村の方々と意見交換を重ねてまいりました。また、設定に当たりましては各市町村長にも御説明をいたしておりますので、これで決まったからこれから何も話さないということではなくて、また背後のまちづくり、それから具体的な堤防の整備のあり方というのもありますので、今後も引き続き市町村の皆さん、市町村の方と協議を進めながら、また具体的な整備の計画も検討して一緒に進めていきたいというように考えています。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。よろしくお願いしたいと思います。

　他に皆さん方から、今日は主に進行管理をどうするかということで色々な意見をいただきました。こうすればベストだという形、ここで結論を出すことでもありませんし、また特に復興局の企画課の方でいろいろ練っていただくことになるかと思います。
　廣田副局長、どうぞ。

○廣田復興局副局長　今日は非常に中身のあるというか、いつもそうですけれども、貴重な御提言をありがとうございました。
　１つは、やはり被災地、被災された方々の復興感の把握ということ、年に１回の調査だけで本当にいいのかというようなことで、ウオッチャーの話も出ましたけれども、この点についてどこまでできるか検討してみたいと思います。
　それから、もう一つ、冒頭平山委員からも様々な主体が復興に向けて取り組んでいく必要があるという御指摘をいただいたことに関連して、復興委員会も様々な分野からの代表者で構成されているということで、実はこの復興委員会を立ち上げるときには、知事の考えは皆さんの意見を聞くということもさることながら、一緒になって復興に取り組んでもらうのだと、それぞれの業界の方々に、自分のところはきちっと自分の責任で実行してもらうのだという、そういう思いがあったのです。ですから、まさにおっしゃるとおり、これからそれぞれできることをやってもらうというようなことは大変重要なことだと思っていますし、広田委員からも最後に力を結集していくという話がありましたので、この点について、どういう形で取り組んでいけばいいか、工夫をしていきたいと思いますので、今後ともよろしくお願いします。
○齋藤徳美委員長　ありがとうございます。
　これだけの人が集まって、どうするという委員会は開くだけでも大変です。もっとやるべき仕事があるだろうという意見も出かねないところであります。この指標、その他管理をどうしていくかという話、必要があれば正規の委員会云々というよりも、何人かでも、こういう点でこういう方向でいくのだけれどもどうだろう、いや、こうした方がいいとかという、そういうような小さな集まりぐらいでも考えていただければ、参加できる委員だけでも何か色々と意見交換しながら前に進むということも可能かもしれません。ですので、来年３月にまた開きます、それまで県の方でやっていますという形よりは、ある程度また案が出たところでどうだろうというような場を言ってくださればつくります。そういう形でみんなの知恵を結集していくということも必要かなという気がいたしますので、これは委員長から提案というか、お願いいたしておきたいと思います。
　ということで、今日色々と御意見いただきましたが、その他ということで何か委員の皆様からございますか、事務局の方から何かございませんか。
（委員、事務局ともにその他事項なし。）

　それでは、審議は終わりにして、マイクをお返しいたします。ありがとうございました。
○森復興局企画課計画課長　長時間の御討議ありがとうございました。

３　その他

○森復興局企画課計画課長　今後の予定につきましては、委員長様から御発言もございましたとおり、別途ご連絡、御相談させていただきたいと存じますので、よろしくお願いいたします。
４　閉会

○森復興局企画課計画課長　それでは、本日の専門委員会、これをもちまして閉会とさせていただきます。まことにありがとうございました。
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